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論 文

SNSにおける情報拡散意識の探求
Exploring Awareness of Information Dissemination on Social Media 

要旨：SNSの積極的な活用が進んでいる。災害時や事件発生時には，SNSで大量の情報が流れ拡散し
ている。このようなSNS上における情報流通やそのトラストに関する研究が，わが国では進んでいな
い。ソーシャルメディアは東日本大震災を機に情報伝達・共有ツールとしての社会的ポジションを確
立した。情報化社会では，市民が社会の発展と改善に積極的に参加し，責任と役割を担う仕組みの
設計が望まれる。本稿では，ソーシャルメディアに流通させる人々の意識調査を行い，「論理的思考」

「他者意見尊重」「他者信頼」「自己中心」の４つの潜在的因子を抽出できた。特に「論理的思考」と
命名した因子の重要性を示唆した。この因子が果たす役割を注目していくことで，ソーシャルメディ
アを用いた有効な意志疎通の仕組みを探求していく。
Abstract：The number of active social media users continues to rise. When disasters or other 
emergencies occur, a large amount of information is disseminated via social media. In Japan, social 
media established itself as a societal resource for the transmission and sharing of information 
following the Great East Japan Earthquake in 2011. However, comparatively little research has 
been conducted in Japan regarding the distribution of information via social media and the trust 
with which that information is perceived. In an information-oriented society, it is desirable that 
systems be designed in which citizens can actively participate in the development and improvement 
of society by taking on certain roles and responsibilities. In this study, (“logical thinking”, “respect 
others’ opinions”, “trust others”, and “self-centeredness”) were extracted from an attitude survey 
conducted of people who actively contribute to social media. Of these, a factor called “logical 
thinking” was suggested as being particularly important. By focusing on the role played by these 
factors, this study explores effective mechanisms for communicating via social media that enable 
mutual understanding.
キーワード：SNS，信頼，情報拡散，コミュニケーション
Keywords： SNS, Trust, Information Dissemination, Communication
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１．はじめに

１．１　情報化社会の進展

　2000年代に入って，ICT（Information and Communication  
Technology）は急速に発展した（総務省［2005］）。
その結果，自律協調分散システムの普及とともに，企
業の組織構造や競争優位のドメインにも大きな変化が
生じた。知識こそ企業にとって最大の価値創造の源泉
であり，知識社会の企業組織には知の共有のあり方，
プロセスや場の構築が求められることとなった（野

中・紺野［2003］）。知的協働作業を有効に組織し運用
することが，組織のパフォーマンスに強い影響を与え
ると言える。知識社会下の組織のパフォーマンス向上
には，双方向性や協働性などのコミュニティ的要因へ
の配慮が必要なことを示唆するものであるといってよ
い。
　このような新たな課題への取り組みを可能にし
たのが，やはりICTであった。電子メール，メーリ
ングリスト，電子掲示板，チャット，Blog等を媒
介としたコミュニケーション（Computer-Mediated 



Communication：以下，CMC）がそれである。
　CMCは，双方向性，非同期性や脱大衆性といった
特性を持つことから，ネットワーク空間での企業連携
や，組織間・組織内でのコラボレーションツールとし
ても活用されており，知識創造，知識社会化をサポー
トするツールのひとつであると言える。
　CMCは，次々とSNS （Social Networking Service）
を生み出していった。
　電子掲示板，blogやwikiなどの技術を用いた，SNS

（Social Networking Service）と呼ばれるコミュニ
ティ型のWebサイトは，情報受発信から情報共有，
そして情報創発へコミュニケーションを拡大させた。
知的協働作業は，情報発信・共有等の集合知の活用を
積極的に行う。Webサイトでは，制作者が作ったコ
ンテンツを閲覧するだけでなく，多数のユーザーが情
報やコンテンツを持ち寄り，制作者の手をも離れて，
多様な価値や集合知（Collective Intelligence）の創造
が行われている。このような従来のマスコミを中心と
したプロが制作する情報とは異なる，個人が生成する
情 報（ 以 下，UGC：User Generated Contents） が，
社会や経済に大きな影響を及ぼすようになってきた。
Webコミュニケーション・メディアを用いた知的協
働作業においてもUGCを活用し，また情報共有が行
われている。

１．２　SNSがもたらした社会への影響

　総務省情報通信政策研究所（2015）が1500人（13
歳～69歳）を対象に行った調査結果によると，2014
年11月現在，全世代の62.3%，10代の68.6%，20代の
94.1%がスマホを使用している。また，他の世代に比
べて，10代・20代のスマホによるインターネットの使
用時間が圧倒的に長いことも明らかになった。
　このような状況下でスマホ依存症あるいはネット依
存症というような言葉も生まれ，依存傾向が高い生徒
は，利用マナーに反する行動やネット上での不適切な
コミュニケーション行動をとる割合が高い傾向が示さ
れた。また，ネット依存が抑うつや不安，ストレスの
原因になることも指摘されている（Akin & Iskender, 
2011）。
　一方，東日本大震災が我々に多数の教訓や変革を
与えたが，その変革のひとつとして，「ソーシャルメ
ディア」が大きな役割を担った点をあげることができ
る。
　従来の危機管理情報は，行政（各自治体，消防，気
象庁，警察庁，国交省，総務省等）発表，報道，ライ

フライン情報等を特定の発信者であるマスメディア
（新聞社・出版社・放送局）が発信し，それを不特定
多数の受信者が受けてきた。

１．３　情報の拡散が与える影響

　東日本大震災時，被災地ではマスメディアの通信手
段が崩壊した。そこで活躍したのがIP網，さらにソー
シャルメディアである。東日本大震災で地震や津波が
発生した直後には，地震直後のツイート数は平常時の
500%に達した，とされる。マスメディアにより発信
される情報は，原発事故などの事態の深刻化に伴い錯
綜していった。そのような中，いかにして被災者情報

（被災者・避難所からの現地情報やニーズ等）や，災
害救援情報（全国の市民からの救援に関する情報）な
ど，個人に対する情報支援に直結するいわゆる「ミク
ロ」の災害情報を流通させることができた。
　「マス」の災害情報はマスメディアから発信され，

「ミクロ」の災害情報はボランティアベースのソー
シャルメディアにより拡散された。
　SNSは誰もが使用でき，情報の発信，拡散が容易に
行える。ここから，使い方を間違えれば，人権侵害と
いう視点で誰もが被害者となり，加害者になる可能性
がある。生徒間トラブル，間違った犯人捜しなど事件
が絶えない。
　本稿では，今後の対策を検討していくため，メディ
アに対する信頼意識と情報転送の状況について明らか
にすることを目的とする。

２．研究方法

２．１　観察対象と質問紙調査

　質問紙調査は，株式会社クロス・マーケティン
グ（注１）の保有するWebアンケート環境とモニタ会員
を対象にしたインターネット調査を実施した。Web
を用いた社会調査を行った場合，Web調査はWebに
アクセスできない層の意見が調査結果に反映されない
という点が課題となる。しかし，本調査はインター
ネット利用における信頼意識を調査するものであり，
Webアクセス可能者を前提としているため，当該課
題については考慮の必要はないと言える。

調査期間：2018年３月９日～３月12日
総回答数：3588人（表１参照）
①　調査エリア：全国
②　 対象条件：性別は男女。年代は10代から60代以
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上。（表１，表２）
③　性別×年代別×業種別×県別。

表１　性別回答者数

表２　年齢別回答者数

２．２　情報転送の意識

　情報転送（拡散者）経験者に対して，意識を確認
した（表３）。上位回答の３項目「自分は公正・中立
な立場で情報を流している」「SNSに流す情報は根拠
に基づいた情報と考える」「個人が発信するインター
ネットに流れる情報は正確である」で58%を占めてい
る。大前提としてネット情報は正しいという意識が全
般に支配していることがわかる。

表３　信頼性を確認せずシェアや情報転送

３．SNSにおける情報拡散意識

３．１　探索的因子分析（注２）

　信頼性に関わる尺度122項目について得点分布を確
認したところ，いくつかの質問項目で得点分布の偏り
が見られた。しかしながら，得点分布の偏りが見られ
た項目を吟味したところ，いずれの質問項目につい
ても信頼性という概念を測定する上で，不可欠なもの
であると考えられた。そこで，ここでは項目を除外せ
ず，すべての質問項目を以降の分析対象とした。
　次に，122項目に対して，主因子による探索的因
子分析を行った（SPSS）。固有値の変化は26.492，
9.028，5.751，4.596，3.839…というものであり，４因
子構造が妥当であると考えられた。そこで４因子を仮
定して主因子法・Promax回転による因子分析を行っ
た。その結果，十分な因子負荷量を示さなかった，36
項目を分析から除外し，再度，主因子法・Promax回
転による因子分析を行った。Promax回転後の最終的
な因子パターンと因子間相関を表４に示す。なお，回
転前の４因子で86項目の全分散を説明する割合は39％
であった。
　第１因子は41項目で構成されており，「複雑な問題
について順序立てて考えることが得意」「難しい問題
に対しても取り組み続けることができる」「建設的な
提案をすることができる」など，検討し，分析し，提
案していく意識を保有している内容の項目が高い負荷
量を示していた。そこで「論理的思考」因子と命名し
た。
　第２因子は，17項目で構成されており，「資料は自
分で集めずに，友達からもらって済ますことのほうが
多い」「自分から進んで調べものをすることは少ない」

「人の噂をすぐ信じるほうだ」など，主体性の少ない
意識を保有している内容の項目が高い負荷量を示して
いた。そこで，「他者意見尊重」因子と命名した。特
に調べることがなく広く流れている情報や噂は信頼す
る因子である。
　第３因子は，15項目で構成されており，「新聞記事」

「民放のテレビニュース」「NHKのニュース」「公的機
関（国，自治体等）のWeb情報」など，オフィシャ
ルなメディア情報を信頼する内容や「私は人を信頼す
るほうである」の項目が高い負荷量を示していた。そ
こで，「他者信頼」因子と命名した。まず，信頼あり
きで，特に公的と思われる情報については受け入れる
因子である。
　第４因子は，13項目で構成されており，「自分の友
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人集団のために自分の利益を犠牲にすることはない」
「他人のことより，まず自分の身を守ることが大切だ」
「集団の仲間の望むように行動する必要はないと思う」
など人よりもまずは自分のことを中心に考えること
を優先する項目が高い負荷量を示していた。そこで，

「自己中心」因子と命名した（表４，表５）。

３．２　下位尺度間の関連

　信頼行動生成メカニズム尺度の４つの下位尺度に相
当する項目の平均値を算出し，「論理的思考」の下位
尺度得点（M=2.43, SD=0.49），「他者意見尊重」の下
位尺度得点（M=2.75, SD=0.47），「他者信頼」の下位
尺度得点（M=2.28, SD=0.50），「自己中心」の下位尺
度得点（M=2.45, SD=0.45），とした（表６）。
　内的整合性を検討するために各下位尺度のα係数
を算出したとこころ，「論理的思考」でα=0.96，「他
者意見尊重」で，α=0.89，「他者信頼」で，α=0.89，

「自己中心」で，α=0.86と十分な値が得られた。
　信頼行動生成メカニズム尺度の下位尺度間相関を表
７に示す。４つの下位尺度は互いに１％水準で有意な
相関を示した。

３．３　男女差の検討

　男女差の検討を行うために，信頼行動生成メカニ
ズム尺度の下位尺度得点についてt検定を行った。そ
の結果，「論理的思考」下位尺度（t=4.589, df=3586, 
p<0.01）と「自己中心」下位尺度は女性の方が有
意に高い得点を示していた。「他者信頼」下位尺度

（ t=5.9979, df=3586, p<0.01） は 男 性 の 方 が 有 意 に
高い得点を示していた。「他者意見尊重」下位尺度

（t=0.213, df=3541, ns）は男女間に差はなかった（表
８）。

４．考察

　SNS上における情報発信や収集，転送を行っている
ランダムサンプリングを行ったメンバーからは，４つ
の潜在的因子を抽出できた。しっかりと論理的に考え
ることができている「論理的思考因子」と，流れてい
る情報は調べなくても正しいと信じる「他者意見尊重
因子」，そもそも，他者そのものを信じているという

「他者信頼因子」，まずは自分のことを中心に考える
「自己中心因子」である。
　「論理的思考因子」と「他者信頼因子」は有意な正
の相関（P<0.01）であったところはさらなる調査が必

要である。難しい問題に対しても取り組み続け，さら
に建設的な提案を行っていく姿勢において，まずは，
オフィシャルなメディア情報を信頼し，そもそも「人
を信頼」しているところに，安易な情報拡散が潜んで
いることが想定される。
　また，「論理的思考因子」と「論理的思考因子」も
有意な正の相関（P<0.01）が見られた。自身が考える
正義という姿勢においても，安易な情報拡散が潜んで
いることが想定される。
　男女差においては，SNS活用状況における「論理的
思考因子」が重要キーとして観察した場合は，女性の
方が有意に高い得点を示している。
　twitter，Line，Facebook等SNSや２ちゃんねるを
はじめとしたソーシャルメディアには虚実定かではな
い情報，デマや噂話が飛び交っている。混沌とした状
況下では，人々は誰かが発信した「ネガティブな情
報」を信じやすい傾向も統計的に明らかになってい
る。
　2010年１月12日に発生したハイチ地震は世界初の

「Twitter災害」事例だと注目されている。例えば，
実際には行われていない救援活動などの偽情報があっ
という間に広がった。ツイートの多くは，現場状況へ
の共感や他サイトへのリンクであり，有用な情報は多
くなく，実際とは異なる風聞や誤情報が瞬間的に広ま
り，関係者は対応に忙殺された。災害発生時には，不
安や不信が生まれやすい。
　災害コミュニケーションでは情報に対する信頼（ト
ラスト）の構築が重要である。リスクコミュニケー
ションが，将来の災害の脅威に備えて行う専門家や住
民等当事者間の意思疎通であるのに対し，本稿から得
られた知見を活用し，必ず発生する災害直後から必要
な当事者間の意思疎通を「災害コミュニケーション」
と呼び，新たな研究分野確立を目指してさらに研究を
深化させていく。
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表４　SNSにおける信頼行動生成メカニズム因子（Promax回転後の因子パターン）
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表５　因子相関行列

表６　下位尺度の記述統計

表７　下位尺度の相関係数

表８　男女差
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注

（１） 株式会社クロス・マーケティング
　 　 （http://www.cross-m.co.jp/）：現在約200万人を

超える直近１年以内にアンケートに回答したモ
ニタ会員を保有している。

（２） 分析ツール：IBM SPSS Statistics バージョン24
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